





     
認知症高齢者による鉄道事故における家族の監督責任 
― JR東海事件の最高裁判所判決の評価と課題 ― 
                
















  本件は、平成 19年 12月 7日に愛知県の東海道本線で認知症高齢者の男性(当時 91歳、
要介護４)が徘徊中に駅構内に立ち入り、列車に衝突して死亡したことによる列車 20 本の
遅延による損害額約 720 万円を、ＪＲ東海が家族に請求した事案である。最高裁第三小法














１ 平成 19年 12月 7日、愛知県の東海道本線共和駅で認知症高齢者の男性 A（当時 91、
要介護４）が徘徊中に駅構内に立ち入り、列車に衝突し、死亡した。鉄道会社 X（JR東海）
は列車 20本の遅延によって被った損害（約 720万円）を認知症の男性 Aの妻 Y1（当時 85
歳で要介護１）と Aの長男 Y2、次男 Y3、次女 Y4、三女 Y5に対し、①Aが責任能力を欠
く場合は、民法 709条または 714条に基づき、②Aが責任能力がある場合は、民法 709条に
基づく賠償義務を相続したとして、損害賠償を請求した事件である。 
２ Aおよび Y1夫婦の４人の子どものうち、Y2およびその妻 Bは愛知県下の A宅から横
浜市に転居し、他の子らも独立して生活している。Aは平成 19年には要介護４（５が最も
重度）の認定を受けた。Y2の妻 Bは、平成 14年から単身で A宅の近隣に転居して、Y1に
よる Aの介護を補助した。Y1は Y2、Bらの了解を得て Aの介護に当たっていたものの本
件事故当時 85 歳で要介護１の認定を受けており、A の介護も B の補助を受けていた。Y2
は Aが認知症を発症したあとも横浜市に居住し、本件事故当時は 1か月に 3回程度、週末










ら、民法 714条の責任を認め、約 720万円全額の賠償を認容した。 
 この判決は認知症介護が社会問題化するなかで反響を呼び、マスコミで大きく報道され
て、注目された。 
 Y1および Y2が控訴した。第 2審（名古屋高等裁判所判例平成 26年 4月 24日）では、 
夫婦間の協力扶助義務（民法 752条）などを理由に、配偶者である Y1が法定義務者である
とし、事務所センサーの電源が切ってあったことから、民法 714条による責任を認め、「損
害の公平の分担の精神」に基づき、5割を減額して約 360 万円の賠償を認容した。Y2 につ
いては法定監督義務者に当たらず、民法 709条による責任も認められないとした。 
 Xと Y1の双方が上告を申立てた。 
【最高裁第三小法廷平成 28年 3月 1日判決】 
Xの上告棄却。原判決の Y1敗訴部分を破棄自判（Xの請求を棄却）。 

























































































































されるべきとした。このような法定の監督義務者に準ずべき者には民法 714 条 1 項が類推
適用されると解すべきとした。 
























































1. (名称) 本誌を本学社会福祉学科の機関誌『名寄市立大学社会福祉学科研究紀要』 
と称する。 
2. (目的) 本誌を原則として本学科所属教員の社会福祉に関わる研究の発表にあてる。 
3. (発行) 本誌を原則として１年に１号発行するものとする。 
4. (投稿規程) 原稿の投稿は所定の規程に従い行う。 
5. (編集) 本誌の編集は編集委員会が行う。 
6. (掲載) 原稿の掲載は編集委員会が決定する。 
7. (事務局) 編集委員会事務局は、編集委員会委員長の所属機関におく。 
 
 投稿規程 
1. 投稿者は、本学科教員であることとする(共同研究者はその限りではない。本学科学 
生が投稿する場合は、卒業研究担当教員が筆頭であること)。 
2. 論文、研究ノート、調査報告、実践報告、資料解題、書評を、本学科教員が自由に 
投稿することを原則とする。 
3. 投稿する原稿は、未発表のものに限る。 
4. 投稿の締め切りは、原則毎年２月中旬とする。 
5. 印刷した原稿とＣＤ−Ｒ、ＵＳＢ等の保存媒体を、本学科研究紀要編集委員会事務局 
に提出する。 
6. 投稿論文の掲載の可否は、審査の上、編集委員会が決定する。 
7. 投稿された原稿および提出媒体は返却しない。２年間保存の上、廃棄する。 
8. 投稿論文の審査結果に不満がある場合は、編集委員会に文章で申し立てすることが 
できる。また、その他に編集委員会の対応に不服がある場合も、編集委員会に申し
立てすることができる。 
9. 本規程の改廃は、編集員会で検討し本学科会議の承認を経て行う。 
 
 執筆要領 
1. 投稿者は、本学科教員であることとする(共同研究者はその限りではない。本学科学 
生が投稿する場合は、卒業研究担当教員が筆頭であること)。 
2. 本誌には、特集、論文、研究ノート、調査報告、実践報告、資料解題、書評、研究 
動向等の欄(区分)を設けるが、原則として本学科教員が自由に投稿するものとする。 
3. 投稿する原稿は未発表のものに限る。 
4. 投稿原稿の分量は、図表、注、引用・参考文献を含めてＡ４版用紙１２頁以内とす 
る(１頁 1,600字、40字×40行)。ただし、やむなくこれを超過する場合は、上限１
４頁を厳守する。 
5. 投稿の締め切りは、原則毎年２月中旬とする。 
6. 投稿論文の掲載の可否の結果は、編集委員会から投稿者に通知する。 
7. 投稿原稿の執筆にあたっての留意事項 
142 
 
・原則としてワープロまたはパソコンで作成し、縦置Ａ４版用紙に横書き 1,600字(40 
字×40行、余白は上下左右とも３㎝)で印字した原稿３部と、そのファイルを保存 
した媒体(ＣＤ−Ｒ、ＵＳＢ等)を提出する。 
・投稿に際しては、印字した原稿に３枚の表紙をつけ、本文にはタイトル(論文の場 
合は英文タイトルを併記)のみを記載し、所属、氏名を記載しないこと。 
・表紙の１枚目には、(1)タイトル、(2)原稿の種類、(3)所属、氏名(連名の場合は全 
員)、(4)連絡先を記入する。原稿の種類は、(1)論文、(2)研究ノート、(3)調査報 
告、(4)実践報告、(5)資料解題、(6)書評で、この中から投稿者が選択する。なお、 
読者からの問い合わせを可能にするため、掲載時には原則として連絡先(住所また 
は電子メールアドレス)も掲載するが、希望しない場合はその旨を明記すること。 
・表紙の２枚目には、和文抄録(400字以内)とキーワード(5語以内)を記載する(無記
名)。 
・掲載決定通知後の最終原稿は、次のとおり作成する。 
（1）本文・注・引用文献は、ワードかテキスト形式で保存したファイル(添付ファイル
送付可)および、縦置Ａ４版用紙に編集委員会が指定した様式(２段組みになる可能性あ
り)で印字した原稿を１部提出する。 
（2）図表は、本文とは別に１葉ごとにＡ４版にコピーして提出する。提出原稿には当
該図表を貼り付け、挿入箇所と必要スペースを明示しておく。なお、特別な作図などが
必要な場合には自己負担を求めることがある。 
8. 文章の形式は、口語体、常用漢字を用いた新かなづかいを原則とする。 
9. 投稿原稿に利用したデータや事例が研究倫理上の配慮を必要とする場合は、必要と 
される手続きを経ていることを本文または注に明記する。 
 
 
 
 
 
  
